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1　はじめに

企業を取り巻く環境が変わっていくことは、

企業にとって挑戦であり、チャンスでもある。

最近＼企業が直面している大きい変化は、技術

の発展と競争市場の開放に伴うグローバル化で

あろう。技術発展の原動力は、コンピューター

の発明と発達によるもので、 1965年フェアーチャ

イルド(Fairchild)の研究員であったゴードン・

モアー(GordonMoore)がマイクロ・チップ

の容量が18ケ月ごとに2倍になると予測したよ

うに、コンピューター機能は著しく発展してき

た。このような発展は、製品だけでなく製造技

術にも多大な影響を及ぼし、ビジネスのあり方

にも大きな変化をもたらしている。さらに、企

業のモノ・サービスは、次第に国家間の壁を自

由に乗り越えるようになり、企業の競争市場が

グローバルに拡大する様子を見せている。この

ような変化により、企業にはモノ・サービスの

販売市場が拡大されるチャンスをもたらしたが、

一方では企業間の競争も激しくなってきた。急

激に変わっていく環境の中で、企業は、経営革

新を通じて、効果的に環境に適応しようとし、

それに伴って多くの経営革新技法が開発される

ようになった。

以前からも企業の関心事であったが、最近、

より一層の関心を持っようになったのがプロセ

ス中心の革新と改善であるといえる。 20世紀初

めにFordにより開発されたコンベヤーベルト

を利用した大量生産体制は、自動車生産の生産

性を画期的に改善させたプロ壱ス革新の代表的

な事例として挙げられている。しかし、その後、

プロセスにはそれほど関心を寄せることはなかっ

たが、 1993年にHammerとChampyにより提示

されたBPR(Business Process Reengineering)

が再びプロセスに焦点をおいた経営革新に関心

を持たせるきっかけになった　BPRは業務の

プロセスを初めから設計し直して、浪費要素を

最小化しようとする概念で、概念の重要性を浮

上させるには成功したが、具体的な方法論を提

示するまでには至らfcかった。しかし、その後

も、経済不況を克服する手段として、組織をス

リム化し、情報通信技術の利用を追求するプロ

セス戦略に対する強い要望が絶たれることはな

かった。その結果、活動基準管理(Activity

Based Management)、 SCM (Supply Cham

Management)、 BSC (Balanced Scorecard)等

の技法に続き、最近ではBPM (Business Proc-

ess Management)の手法が注目を浴びている。

BPMは、企業の競争力を向上させるため、プ

ロ'セスを設計し、改善して再設計する、企業の

すべての活動を管理することをいう。過去の

BPRとは異なり、新しいプロセスを創り出す

ことよりは、既存のプロセスを持続的に維持し

て改善するものである　Elliot、 Pautz and

Chauncey (2003)は、 BPMを「プロセスの所

有者に責任と権限を与えて、顧客と企業の欲求

を充足させるため、一つもしくはいくつかのプ

ロセスを管理するフレームワークである」と定

義している。

本稿は、韓国のKorea Telecom (KT)株式会社

を対象に事例研究を行ったもので、著者らは、
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2006年3月14日にKT本社を訪問し、 KTが

BPMをどのように遂行しているのかをインタ

ビューを通じて調べた。 KTが属している産業

は、まさに今日の企業環境変化を主導している

通信産業として、企業環境変化の先頭にありな

がら、一方ではその変化に適応していかなけれ

ばならない立場にある。したがって、 KTを事

例研究することは、非常に有意義であると考え

られる　BPMの中心におかれているのは、非

能率的なプロセスに存在する浪費要素を除去す

ることで、プロセスを再設計し、究極的には顧

客を満足させようとするものである。そして、

そのように改善されたプロセスを持続的に評価

して維持・発展させることである。 KTは、保

護されてきた公共企業であったが、民営化され

る過程で競争に勝ち進むために、顧客満足の目

標を強調しなければならなかった。さらに、そ

の目標のために、プロセスの革新を通して、顧

客に最大の価値を提供できる能力が必要であっ

た。本稿では、まずKTの会社概要を紹介し、

BPMを導入するようになるまでの過程と背景

を説明する。さらに、 KTが構築したBPMの

体系とともに、実際のBPMの対象になる様々

なプロセスのうち、二つのプロセスを選んで、

それがどのように管理されているのかを紹介し

たい。

2　KTの会社概要

2.1 KTの企業発展の過程

KTの母体は、政府の部署であった通信部

(現、情報通信部)の通信部門であり、 1981年

に国民の便益増進と公共福祉向上を図る目標を

あげ、 「韓国電気通信公社」として分離される

ようになった。創立当時は、韓国の通信施設が

不十分な状態であったため、電話サービスのイ

ンフラ構築に力を注いだ1982年に450万に過

ぎなかった電話回線を順次に拡充し、 1993年に

は2000万回線に達するようになり、この過程で

の1984年に電話交換機の国産化成功は、電話通

信網構築に画期的に寄与した1990年代に入っ

て、インターネットの技術が普及されるように

なり、KTもインターネット・サービスのため

の基盤拡充に多くの投資を行った。その結果、

1994年には全世界をっなぐ先端インターネット

網と衛星通信網を碓保するようになり、 1997年

には政府の出資機関になり、電話中心の有線事

業から無線とインターネット中心の事業構造へ

と拡張した.インターネット・サービスのため

に、 KTは、 ADSLサービスを導入して超高速

の国家網を構築するなど、インターネット綱の

構築に経営資源を集中させた。そして、無線通

信サービスのために2000年に-ンソルMドット

コムを買収し、 2001年には子会社であるKTF

を設立し、無線事業の基盤を整えるようになっ

m

1980年代以後は、世界各国政府が市場原理に

よる自由な経済活動を促進させるため、規制緩

和とともに、公企業の民営化を続々と行うよう

になった。通信産業の場合にも1984年に英国が

BTの民営化を推進しっっ、そのような傾向は

全世界的に広まった。韓国も1987年にKTを政

府持分の売却対象に選定して、民営化を推進し

たが、国内証券市場の沈滞などを理由に引き延

ばされ、 1998年になってKT株式を国内証券市

場に上場することで民営化が本格的に行われた。

KTの完全民営化は、 2002年に政府が保有して

いる持分を全量売却することによって達成され

た。このような過程で、 KTは2001年に新しい

CIを採択し、社名を「KT」に変えて、急速に

成長する超高速インターネットの事業分野に経

営資源を集中し、国内超高速インターネット市

場で市場占有率1位を確保するようになった。

KTの事業領域である市内電話、市外電話、国

際電話、そして超高速インターネットの韓国市

場占有率は、図表1の通りで、図表から分かる

ように、伝統的な事業領域である市内電話と市

外電話部門では、圧倒的な市場占有率を維持し

ている。さらに、後発業者として進出した超高

速インターネット部門では、 KTが保有してい
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図表1　主要事業領域におけるKTの韓国市場での占有率　　　　　　　　(単位: %)

区 分 ＼ 年 19 9 9 2 00 0 2 00 1 2 00 2 20 0 3 20 0 4 20 0 5

市 内 電 話 99 .4 9 8 .3 9 7 .0 9 6.0 9 5 .6 9 3 .8 93 .4

市 外 電 話 90 .0 8 3 .4 8 0.9 8 0.4 7 7 .0 8 4 .0 8 1.3

国 際 電 話 56 .4 4 9 .5 4 7.0 46 .3 3 9 .7 3 8 .9 4 1.3

超 高 速 イ ン タ ー ネ ッ ト 5 .1 4 3 .9 4 9.4 4 7.3 5 0 .0 5 1 .0 5 1.7

図表2　KTの最近の年度別の営業実績　　　　　　　　　(単位:億ウォン)

区分＼年 2002 2003 2004 2005

売上高 117,088 115,745 118 ,508 118,773

当期純利益 19,638 8,301 12,555 9,973

る市内電話網をインターネット加入者網として

活用し、 ADSL方式のインターネット・サー

ビスを提供し、事業開始1年間で画期的な市場

地位を確保することができた。

KTの営業実績に関しては、図表2のように、

2000年代に入り、電話部門の売上高は減少する

傾向であったが、代りにインターネット部門と

無線事業部門の売上高が少しずつ上昇し、全体

売上高では停滞している状況である。当期純利

益は、年度によって一時的な理由で変動はして

いるが、概して停滞している傾向を見せている。

これはKTが属している通信事業が成熟期に入っ

ていることを意味すると考えることができる。

2.2　企業戦時と経営革新

2.2.1 KTのビジョンと企業戦略

KTが属している通信産業は、技術の発展速

度が非常に速くて、さらに未来の発展方向も予

測することが難しい。このような特徴により、

企業には新しい市場のチャンスを提供してくれ

る利点があるが、一方では未来の不確実性に企

業が露出される危険性をはらんでいる。このよ

うなチャンスとリスクの環境に効果的に対処し

ていくために、 KTは「未来戦略2010」という

経営戦略を樹立した。

KTは、今後の2010年の社会を、時間と空間

の制約から抜け出し、情報を自由にやりとりす

るユビキタス社会になると予想している。ユビ

キタス社会は、個人、家庭、事務室、移動とい

う四種類の空間において実現可能で、それぞれ

の空間では、ヒトとヒト、ヒトとモノ、モノと

モノが互いにコミュニケーションを取りながら、

いっ、どこでも情報が伝達できると見ている。

個人の空間では、個人の能力を最大限に発揮で

きるように、すべての情報が支援されるユビキ

タス・ライフ、家庭の空間では、ホーム・ネッ

トウォーキングとしてすべての情報および家電

機器がつながり、多様な生活の欲求を便利に解

決してくれるユビキタス・ホーム、事務室の空

間では、業務の効率性と生産性が高まるように、

すべての情報が提供されるユビキタス・オフィ

ス、移動の空間でも、いっ、どこでも各種情報

とサービスを制御し活用するユビキタス・モバ

イリティが実現されると展望している。

図表3　「未来戦時2010」で示されたKTの役割

/-人間-＼
Any Device Any Network

(芸:KT
時間

情報通信にルーツを

空間

たき　　鞄
Any Service

KTは、このような未来のユビキタス社会で、

図表3のように、 「誰も、いっも、どこでもを
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(Anybody、 Anytime、 Anyplace)っなげる

役割を遂行する」ということをビジョンとして

いる。そのためにKTが遂行する事業を核心事

業、新成長事業、追加進出事業に分けて具体化

している。核心事業では、現在、成熟期に入っ

た電話事業と超高速インターネット事業のみな

らず、有・無線を続合するサービス、多様に結

びっいたパンドル・サービスをより一層強化し

ていこうと考えている。新成長事業としては、

Wibroのような次世代移動通信、家庭での顧

客にトータル・サービスを提供するホーム・ネッ

トウォーキング、通信と放送の融合型事業、企

業顧客に最適なソリューションを提供するIT

コンサルティング・サービス、デジタル・コン

テンツの配給と流通などを掲げている。そして

追加進出事業は、 KTが保有している人的・物

的資源を最大限に活用し、 KTの主力事業とシ

ナジーを発揮できる事業を発掘することである。

例えば、 RFIDなどのu-Sensing分野やu-

Computingなどが該当し、これを通じて、事

業領域を持続的に発展させていこうと考えてい

る。

2.2.2　KTの経営革新

今日の経営哲学の基調は、顧客満足の経営で

あるといえる。 KTも2001年に社名をKTに変

えながら、本格的に顧客満足の経営を拡散し、

定着するのに経営資源を注いでいる。顧客満足

の経営は、経営のすべての部分にわたり、顧客

の立場で考えて顧客を満足させることはもちろ

ん、顧客に新しい価値を提供することを意味す

る。 KTは1989年から1994年までサービス革新

を目指し、 「1つの心の運動」を展開していた。

さらに、 1994年から2002年までは顧客満足

(CS)活動を展開し、段階的に顧客満足という

経営目標を実践してきた。しかし、以前の顧客

満足の経営が単純に親切なサービスに集中して

いたとすれば、 2003年からは社長直属で品質経

営室を新設して、全社的な顧客満足の経営に拍

車をかけた。この段階での重点事項は次の3つ

である。その1つは、外部顧客だけでなく、内

部顧客を満足させる経営の重要性を認識し、従

業員のためのCS教育を年中、実施した。さら

に、現事業でのサービスをより効果的に遂行す

るために必要なコンサルティングを行った。一

方、成果と連携した報奨システムを構築すると

ともに、内部のコミュニケーションの経路を多

様化した。 2つ目は、顧客満足の経営が正しく

実践されているかを評価する顧客満足測定シス

テムを構築するとともに、全社的に顧客満足活

動を体系的に企画して、評価・改善する役割を

.担当する専門部署として品質経営室を組織した。

3つ目は、持続的な改善のために顧客の声を加

減なしに収集し、経営に反映する「VOC

(Voice of Customers)の経営資源化」を図り、

顧客の声から出る苦情事項をプロセスの改善に

反映して、顧客価値を創出しようとした。

KTの経営革新活動の中心にあるものは、シッ

クスシグマ運動である。米国のモトローラ社に

より始まったことで知られたシックスシグマ革

新技法の基本精神は、顧客の要求事項に完聖に

対応するという顧客中心の経営、創造的な考え

を通じた非効率的な要素の除去、持続的に改善

していく学習組織の構築と要約することができ

る。 KTは2003年度にシックスシグマ技法を導

入し、技術と顧客の要求が急激に変化する通信

産業で能動的に対処しようとした。 KTのシッ

クスシグマ革新活動は、品質経営室が担当して

推進するようにするとともに、シックスシグマ・

スクール、課題遂行のための人材制度、報奨と

支援システムなどの持続的な改善活動のための

インフラを用意した。また、シックスシグマ活

動の全社的な拡散を段階的に推進し、 2003年6

月から12月まで遂行された1次Waveでは、

売上増大、費用低減、投資額節減などの領域で

411億ウォンの財務成果を上げることができた

(図表4を参照)。また、 2004年の上半期に遂行

された2次Waveでは、 1,492億ウォンという

財務成果を上げて、付随的にもネットワーク品

質向上、故障減少、リードタイム短縮などの効
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図表4　KTのシックスシグマ推進の段階別の財務成果　　　　　(単位:偉ウォン)

区 分 1 次 W ave 2 次 W ave

ブラック●ベルト課題
課題数 37 68

財務成果 393 1,442

グリーン●ベルト課題
課題数 95 78

財務成果 18 49

合計
課題数 139 146

財務成果 411 1,492

参照:ブラック・ベルト-チームのリーダーとして、シックスシグマに専念する変革請負人

グリーン・ベルト-ブラック・ベルトをサポートするプロジェクト推進のコアメンバー

栗も大きかったと報告された。

3　KTのBPM

3.1 BPMの導入背景

KTはシックスシグマ革新活動の導入に成功

し、全社的に拡散する段階に入っているが、以

前の他の革新活動と同じく次のような限界及び

問題点を抱えていた。シックスシグマ革新活動

の以前には、 TQC、 BRP、新経営プログラム

などを導入して通用したが、それらが実質的に

はビジネス成果と結びっかなかったため、中断

された経験があり、シックスシグマ活動も類似

の問題点を持っていた。その1つは、シックス

シグマが課題指向の問題解決技法として低レベ

ルの機能単位で、さらに小規模の活動に集中す

る傾向があった。このような問題を克服するた

めにメガ課題を発掘しようとしたが、限界があ

ることを感じた。 2つ目は、企業の全社的な戦

略目標と結びついていない傾向があった。 KT

の経営指標と課題の関連がなく、課題リーダー

のCTQ (Cost, Time, Quality)選定において一

貫した方針を提供することができなかったため、

課題の全社的な戦略目標に対する貢献度が落ち

る問題が生じた。 3つ目は、全社プロセス体系

が確立されなかったため、体系的で構造的な課

題の発掘に問題があった。プロセスの観点から

課題の現住所を把握するのが難しく、同じプロ

セスに対して課題が重複する問題があった。ま

た、課題推進に対してプロセスの観点からの成

果および品質水準が測定できなかった結果、課

題発掘のためのモニターリング体系が満足でき

る水準ではなかった。 4つ目は、事後管理のた

めのモニターリングおよび実行手段が不在で、

持続的な管理と改善が不十分であった。 5つ目

は、部署間の壁により、協業がうまく遂行でき

なかったため、クロス・ファンクショナルな課

題の遂行が難しく、事後管理はより一層大変な

状態であった。

このような問題点を解決するために、 KTは

全体の経営活動をプロセス中心に形成する必要

性を感じ、 2006年度にBPMを導入することに

した。顧客に高い価値を提供しようとする企業

戦略とEl標を樹立し、このような戦略と目標を

達成するための核心プロセスを探して、その核

心プロセスを持続的に改善し、リアルタイムで

プロセスをモニターリングし、効率的な管理を

行おうとした。 KTはBPM導入を決めた当時

の問題点を大きく分けて2つに要約した。 1つ

は、プロセスが標準化されていなく、デジタル

化されなかったため、可視性が得られないと診

断した。ある部署でどのようなプロセスが遂行

されているのか、与えられたプロセスが誰によっ

て遂行され、またどの程度の時間を必要とする

のかが分かりにくかったために、管理だけでな

く改善の効果も期待できないと判断した。 2つ

日は、 ITインフラの問題であるが、各システ

ムのデータベースが互いに強い結合(Tightly

Coupled System)構造で縛られていて、相互

独立的でないため、ある1ヶ所で障害が発生す
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れば、他のところでも同時に障害が発生する問

題点があった。すなわち、各プログラムとシス

テムの柔軟性に大きな問題があった。このよう

な問題点の根本的な解決のために、 KTは全社

プロセス管理とサービス指向のITインフラ環

境が構築できるBPMが必要であると判断した。

3.2　BPM導入の推進戦略

KTはBPMの導入戦略として図表5のよう

に段階的な接近方法を取った。最初のステップ

は、標準ITインフラ環境のBPMプラットホー

ムを構築することである。各業務プロセスで発

生する情報を連携させて統合し、業務プロセス

が共同で活用できる体系を作ることである。 2

つ目のステップは、 KTの環境に通したBPM

適用の方法論を確立し、全社的に共感をもつこ

とである。 3つ目のステップでは、一次的に遂

行する対象プロセスをBPMの適合性とビジネ

スの効果性を考慮して選定し、これらのプロセ

スに対してBPMを適用してBPMS (Business

Process Management System)を構築するこ

とである。 4つ目のステップは、前段階で得た

経験を土台に全社的にBPMを拡大適用する詳

細な推進計画を樹立し、全社的に統合BPMS

とBPMポータルを構築することである。当社

では、 -段階別の推進成果により全社的なプロセ

ス経営を具現し、これを通じてKTのビジョン

である「未来戦略2010」を達成して、グローバ

ル企業への位置付けを強固にすることを最終目

標としている。

図表5　KTのBPM事業の推進ステップ

BPM

プラットホ

ームの構築

KTは上記のようなステップが完了される

2008年には具現されるBPMを通じて、画期的

な効果があると期待している。定量的には業務

を処理するのに必要とする時間、データを検証

して誤りを確認する時間、業務コミュニケーショ

ン時間などが減り、結果的に生産性が向上する

と予想されるため、これにより原価構造が改善

されて収益性に大きく貢献できると期待してい

る。定性的な側面での効果も大きいと期待して

いる。まず、プロセスが可視化されることであ

り、これを通じて業務に対する理解度が高まり、

また業務進行状況をリアルタイムで把撞できて、

業務生産性が高まると見ている。過去の機能中

心で組織化されているときに見られる業務の交

差現象と、これによって業務処理時間が引き延

ばされる問題がBPMによって解消され、業務

の流れが簡潔になり、業務リードタイムが減る

と予想している。さらに、プロセスの現況をリ

アルタイムで把握することが容易になり、プロ

セスの成果をリアルタイムで分析して誤りや不

足した点を速かに解決できると期待している。

図表6　KTの主要ビジネス・プ亡セス

プロセス 範 囲 業務内容の例示

戦略企画 長期市場の動向把握から短期事業計画まで 企業ビジョン、未来予測、事業戦略

顧客管理営業 潜在需要の把握から顧客確保まで 顧客分類、需要調査、対応体系

商品開発 顧客欲求の把握から新商品の出荷まで 商品管理、新商品開発、研究開発

商品注文処理 顧客確保から顧客解約まで 新規、変更、解約

故障受付処理 故障の受付から顧客満足まで 故障受付、試験、修理、処理

料金管理 料金の認識から納付まで 料金計算、料金請求、出納および滞納

施設運用 施設導入以後の整備 .点検および故障処理 交換、伝送、線路の運用と保全

通信網構築 施設の需要調査から構築完了まで 通信網の企画、投資計画、網構築

経営支援 各プロセスの支援要求の発生から解消まで 財務、調達、人材管理

利害関係者管理 利害関係者の要望把握から解消まで 政府、国会、世論、株主、協力業者
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環在はBPMの導入初期にあるが、プロセス

の観点から業務を定義して改善したのは、比較

的にかなり以前からである。本稿ではKTが業

務プロセスをどのように定義していて、またど

のように改善したのかを以下の2つの事例で紹

介する。 KTは会社の全体業務を大きく10個の

プロセスに分類している。過去、業務を機能中

心に分類して管理したときは、機能間の協力が

円滑に行われなくて、業務の誤りと遅れが頻繁

に発生した。しかし、顧客中心の経営を追求し

てから、業務の連係性と順序を分析してプロセ

ス視点から業務を規定するようになった。この

ように規定されたプロセスでは、業務の流れが

把握しやすくなり、情報技術による支援が容易

である長所をもつ。 KTもこのような長所を活

用して、プロセス革新活動を推進している。

4.1新商品(サービス)の開発プロセス

韓国の嘩信産業が政府主導の独占体制から民

間部門に開放されるようになって競争が激しく

なった1998年にKTが民営化されて本格的な

競争体制に突入した以後にも、相変わらずKT

が優位な市場地位にあるといっても、国際電話

部門と超高速インターネット部門では競争企業

との格差がかなり少なくなっている状況である。

さらに、通信市場が次第にグローバル化されて

いる中、今後の競争は一層激しくなると予測さ

れる。 KTは、このような環境で安定的に成長

するためには、顧客の要求に相応する新しいサー

ビス商品を持続的に開発しなければならないと

認識し、新商品開発プロセスを効率的に構築し

運営しようと努力している。顧客指向的にKT

が改善して運営している新商品開発プロセスは、

図表7の通りである。

新商品開発プロセスは、大きく分けて商品企

画、商品開発、商品出荷に区分されている。商

品企画段階は、アイデアを創出して、そのアイ

デアに対する妥当性を分析し、採択されたアイ

デアを事業化するための企画段階である。新商

品に対するアイデアは、外部顧客の不満事項や

提案などからだけでなく、内部顧客による提案、

市場動向分析を通して得られる技術発展、ある

いは競争企業に対する情報から創り出されるよ

うに、可能な限りのチャンネルを活用している。

商品開発段階では、開発が決定された商品の目

標市場を具体的に定めて、その目標市場の顧客

ニーズを分析した結果を土台に商品を開発する

段階である。また、商品を顧客に提供するため

の施設と装備を整えるとともに、必要な電算シ

ステムを構築する。これが完了すれば、開発さ

れた商品を実際に顧客にサービスして事後管理

をする商品出荷段階とつながる。

図表7　KTの新製品の開発プロセス
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KTは、図表7で見られるように、新商品開

発プロセスの運営チャンネル別に詳細な下位プ

ロセスを確立している。例えば、市場動向分析

プロセスでは、競争会社の動向や技術動向と顧

客環境の変化に対する情報を体系的に収集して

分析するために、計画樹立、資料収集、資料分

析、そして報告書作成に達するまでのプロセス

を規定している。資料収集と分析の円滑な推進

のために、定期的に通信専門家の会合に参加し、

マーケティング諮問団を運営して、競争市場の

動向を把握する一方、社内経営研究所のみなら

ず、主要な核心部署と子会社に情報担当者を指

定して運営している。そして、動向分析の結果

について隔週で定期的にリポートを作成して、

社内に発信するとともに、事業発展方向および

マーケティング・イシューに対する分析結果を

月刊動向報告書を通して公表している。

4.2　財務会計プロセス

財務会計プロセスは、企業の資金の流れを管

理するプロセスで、経営支援のための核心プロ

セスの1つである。このプロセスを通じて得ら

れる情報は、経営者が色々な意志決定を行うの

に必要な情報であり、迅速で正確に提供するこ

とが要求される。 KTは財務会計プロセスを、

図表8のように、 4段階の下位プロセスから構

成されるものとして定義している。開始段階と

しての予算管理プロセスは、財務資源をどのよ

うに調達して運用するのかに対する総括的な計

画を樹立する段階で、全社的に財源の規模を確

定して配分するプロセスである。

次の段階の資金管理プロセスは、具体的な資

予算管理プロセス

・収入予算

・費用予算

・資本予算

・杜内取引予算

金需給計画を樹立して、資金調達のための借入

金、社債、有価証券などを管理するとともに、

預金と積立金などの財源を管理する段階である。

入出金管理プロセスは、実際に発生する資金の

収入と支出を管理する段階であり、最後の段階

である企業会計プロセスは、決算および原価管

理プロセスとして周期的に財務成果を集計して、

財務状態の分析および収益性分析を通じ、今後

の予算編成にフィードバックする段階である。

KTはこれら4段階をさらに32個の細部プロセ

スに展開して規定し、各プロセス別の業務の流

れを明確にし、担当部署と担当者により管理し

ている。またプロセス別に成果指標を定義して、

周期的に評価を行い、改善事項を把握している。

5　むすぴに

韓国のある機関が売上高の基準で国内1,000

位内に入る企業のCEO 153人を対象に調べた

最近の結果によれば、現在、経営革新運動を行っ

ていると答えた比率が87%に達している。すな

わち、かなりの企業が経営革新の最中にあると

いえよう。その背景には、企業を取り巻く環境

が著しく変化していて、このような変化に適応

できなければ、競争に負け、市場から退出せざ

るをえない危険におかれるためである。上記の

調査によれば、 CEOが答えた経営革新活動の

最も多い項目は、顧客満足経営であり、次に多

かったのがプロセス革新であった。このように

企業は、最近、プロセスに対する関心を高めて

いて、その裏面にはBPMが重要な役割を果た

す。企業は顧客満足、利益の極大化、競争力の

図表8　KTの財務会計プロセス

? * '* :蝣 臼; lI

・資金需給計画

・資金桐逮(借入金)

・資金運営(預貯金管痩)

入 出金管 理 プ ロセ ス
企業会 計プ ロセ ス

・収入金管理　　　　　　・仕訳

・支出金管理　　　　　　・調軽

・契約管理　　　　　　・決算

・税務　　　　　　　　・財務状態の分析

・収益性分析
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強化などの多様な目標を設定しているが、いか

なる目標であってもそれを達成するための活動

は、まさにプロセスの視点で遂行されなければ

ならない。すなわち、プロセスがどれほど効果

的であり、効率的に設計されて運営されている

のかが、目標達成を可能にする要素であろう。

したがって、今後もプロセス革新に関する企業

の関心は、相変わらず高いはずであり、 BPM

などの革新技法に対する研究も続くと思われる。

本稿では、韓国の代表的な通信業者である

KTがどのようにBPMを導入したのか、現在

どのような戦略でBPMを適用しているのかを

紹介した。公共企業から出発したKTは、 1998

年から民営化が進められ、 2002年には政府の持

分が完全に売却されることによって民営化が完

了した。通信市場自体も国内外企業に開放され、

自由競争体制に突入するようになった。このよ

うな環境変化に伴って、 KTは競争力を維持し、

さらに強化させるために持続的に経営革新活動

を展開してきた。最近ではBPMを戦略的な次

元から導入するようになった。段階的に推進す

る方法論を採択し、現在は導入の初期段階とし

てIT基盤と連携を取りながら進めている。

BPM導入が完了される2008年に具現化される

BPMを通したKTの競争力が画期的に高まる

ことと期待している。
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